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リンダール均衡の分配論的分析

大城郁寛

Ｉ．序論

高度経済成長から低成長への移行は、曰本の経済、または社会政治に様々

な問題をつきつけた。それらの問題は、地域間、産業間、消費者と生産者、

そして国際的にも相互に絡み合い、目標について複雑なトレードオフ関係を

もつようになったため、問題の解決は益々困難なものとなっている。政府は

限られた手段で多くの問題に対処せざるを得ず、苦しい経済運営を強いられ

ているわけである。

我々が本稿で焦点を当てる財政についても、近い将来の未曾有な高齢社会

にそなえて早急な再建が望まれながら、貿易摩擦緩和のため積極財政が呼ば

れ、また産業構造転換をスムーズに進めるため財政支出を求められることも

あって、極めて難しい局面に立っていると言わざるをえない。それに対応し

て公共サービスの提供について、その内容、その提供方法についてかなりの

改革が行われたし、税制改革を含めまた行われようとしている。

その目的は1つに、今までの財政の歪み、ムダの是正と言える。支出の－

面をみても、税収潤沢な高度成長期に準備された公共サービスプログラムは、

「ばらまき福祉」、「補助づけ」と形容されることもあるように的外れでム

ダが多い。しかし現在行われている改革では、公的分野の見直し作業も含め

より効率的に、またはより安上がりに公共サービスを提供することもまた大

きな目的の１つとしているように思える。それを象徴する言葉として、民活、

自助努力、そして受益者負担原則などをあげることができよう。

本稿では、そのうちの１つの受益者負担原則による公共サービス供給につ

いて考察したい。

受益者負担原則は、社会について国対個人という見方をとると、国が負担
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すべき費用を個人に押しつけるものとして心理的抵抗が生じるが、個人の寄

せ集めとしての国を考えるとまた別の評価が可能になる｡財政の2夫鐘豊｛
利益説（受益者負担原則）、能力説のうちの一説として、各個人はサービス

からの受益に相応して供給コストを負担すべきだとする見方は、それなりの

合理性を持っている。

そのことを、受益と負担が分離された最も単純な例をつくって考えてみよ

う。まず、公共サービスの供給コストがサービス１単位につきａ円、社会の

人数がｎ人としよう。もしコスト負担が受益に関係なく均等分されると、各

個人のコストは１単位につきａ／ｎ円となり人数が多いほど安くなる。各個

人がこのように単純に、または欲ばって考えてサービスを要求すると供給過

多、そして多大な供給コストという資源配分の観点から非効率的な結果が得

られる。また、個人間についてサービス享受量に明らかな差異が認められれ

ば、公平性の面からも費用負担のあり方について問題が生じてくるであろう。

過去においても、老人に対して無料に近いかたちで医療サービスが提供され

たとき病院が老人であふれるという現象が起きた。

当然、公共サービスには政治のチェック機能が働くし、もっと洗練された

方法が考えられるからことは上のように単純にはいかない。しかし、政策を

担当する政界または行政側が－部地域や産業を誘導する手段として財政を使

い、逆にそれらは正当または非正当な政治プロセスによって政策担当者を動

かし自分に有利な財政々策を享受することもまた曰常的によくみられる現象

である。利己的な側面を持った経済人を想定する限り、適切な経済的サンク

ションを有する制度を設けないと好ましい資源配分は期待できない。

さて、現実には多様な公共サービスが存在し、そのなかには受益者負担原

則の適用が可能または不可能なもの、そして実際に適用されているものと様

々である。そのなかで排除不可能性と集団消費性を備えた公共財は、受益者

負担原則の適用が不可能なサービスと言われている。しかし、もしこの公共

財が他の私的財と結合して消費さ汽堯;!または各人が公共財から受けとる
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（注３）
便益の大きさと彼らの所得水準との間に規則的な関係がみられるならば、こ

の点に着目して受益に応じたコスト徴収が可能になると思われる。そこで本

稿では、そのような公共財を受益者負担原則にそって供給したとき、それが

持つ分配的含意について分析したい。

（注’）、利益説、能力説の思想的背景、学説史的展開を含め詳しいサー

ベイがマスグレイブ〔６〕によってなされている。

（注２）、1つの例として道路があげられる。混雑現象を無視すれば、高

速道路を除いて一般の道路網は２つの性質を持った公共財とみることが出来

る。しかし、確かに徒歩や自転車による利用も可能であるが、実質的には自

動車を保有することなしには道路網の十分な利用は不可能である。そこで、

自動車に一連の税金、つまり自動車税、ガソリン税、重量税が課され道路網

の整備に使用されている。

（注３）、警察や消防サービスについても、それから得られる便益は生命

の保全は別として各人の守るべき財産に比例して増大するとみることが出来

る。実際、治安の悪い国において金持ちはガードマンを雇う。国際経済の面

では、ＧＡＴＴ、ＩＭＦまたは世銀、その他関連機関の活動は自由貿易体制

を支える国際的公共財とみることが出来るが、それから得られる便益は各国

の貿易額に比例すると考えてよい。

Ⅱ．分析方法

我々は分析方法として、根岸〔14〕が完全競争経済における均衡の厚生的

評価を行うために用いた手法をそのまま利用する。そこで、ポックスーダイ

アグラムによってその方法を大まかに説明しよう。

２人の個人ａ，ｂ’２種類の財Ｘ,，Ｘ２が存在し、生産は行われない経済
一ａ－ａ－ｂ－ｂ

を想定しよう。個人ａ，ｂの各財初期保有量が（ＸⅢＸ２）（Ｘ1.Ｘ２)として

与えられ、その合計が社会的に利用可能な財の総量となりａ，ｂに分け与え

られて消費される。まず、誰が幾ら所有しているかは無視して、各財の社会

－７１－



経済研究（第35号）

￣ａ￣ｂ

的総量ｘ,＝（xi＋ｘＩ)，ｘ’二=（x’＋ｘ２)だけに注目しよう。そうすると

ａ，ｂ間で様々な配分が可能でそれは矩形で示されるが、その配分の組合せ

全体をＺで示すことにする。

さらに、Ｚに含まれる任意の配分z＝(ＸｉＸ;Ｘ１Ｘ;)について個人a，
ｂｂ

ｂの効用水準ｕ・(ｚ）＝ｕ・(Ｘｉ,Ｘ;)、ｕ､(ｚ）==ｕ､(Ｘ,Ｘ２)の組合せが

対応しているから、Ｚに含まれる全ての配分に対応する効用水準の組合せ全

体Ｕ(Ｚ)を考えることが出来る。もし、効用関数ｕ⑧，ｕｂが強凹な関数、つ

まり各財の任意の消費水準に対して限界代替率逓減の法則が働くならば、Ｕ

(Ｚ)は凸集合となる。

さて、Ｚ上の一群のパレート最適な配分（Ｆ１－ｌのＰで示された軌跡）

はＵ(Ｚ)の境界面(Ｆｌ－２のＰ．～Ｐｂ)となり、それ以外の配分はＵ(Ｚ)の

内点となる。そうすると、Ｕ（Ｚ)上の任意のパレート最適点が与えられると

（ここではｕ（ｚ＊）を選んでみよう）、分離定理によってある非負ベクトル

α＝（αﾖ，αb)が定まり、

〔Ｆ１－１〕 〔Ｆｌ－２〕
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（α，ｕ（ｚ＊））≧（α，ｕ（ｚ））Ｖｕ（ｚ）ｅＵ（Ｚ）
つまり、Ｕ（Ｚ）上の全ての点とαとの内積（α，ｕ（ｚ））を作った場合に、

ｕ（ｚ*)が最大値を与える。

さらにまた、最大値定理によって次のことも示すことができる。１つの社

会厚生関数として、非負係数α③，αbで加重された各個人の効用関数を集計

した線形社会厚生関数、ｗ(α）＝α③。ｕ③＋αｂ･ｕｂを採用した場合、Ｚ上で

ｗ(α)に最大値を与える配分がみつかり、またその点はパレート最適となる。

上の２つの関係を利用すれば、もしある経済メカニズムがパレート最適な

資源配分をもたらすとき、その点をサポートする非負係数を明示化すること

によってこのメカニズムの所得分配的含意を調べることができる。もちろん、

線形社会厚生関数によればと言う限定条件のもとではあるが。

今までポックスーダイアグラムで説明してきたが、この議論は社会構成員

の人数や財の種類が増えても、また生産が行われようとも（ただし、収穫逓

増は除く）同様に成り立つ｡根岸は、完全競争経済において達成されるパレー

ト最適配分は、均衡における各個人の所得（Ｆ１－ｌでいえば、ｙ③＝Ｐ，．
－ｂ

又i＋Ｐ`.Ｘ２，ｙ・＝Ｐ,.又↑＋Ｐ@.Ｘ２)の限界効用の逆数α・＝'／u,(y･)，
－ａ

ａｂ＝ｌ／Ｕｙ(ｙｂ）を加重ベクトルとした線形社会厚生関数によってサポー

トされることを示した。つまり、どのような初期配分が前提とされたかが問

題となるわけである。

さて、我々は私的財、公共財の両方が存在する経済を想定するが、上と同

様な手法が利用可能なことを簡単に説明しよう。ここでは、財Ｘ２は私的財で

はなく共同消費される公共財とし､予め与えられた私的財Ｘ,の一部分を投入

して生産されるものとする。さらに、公共財をｌ単位生産するのに必要な私

的財の量はＣで一定と仮定すれば、前の矩形に代って三角形によって経済で

達成可能な資源配分を示すことが出来る。

Ｆ２において、個人ａ，ｂの原点がＯａ，Ｏｂで示され、２個人で消費可能

な私的財の数量が横軸に、そして公共財の数量が縦軸にとられている。とこ

－７３－
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ろで、消費可能な財の組合せ全体（前と同様にＺで示す）が三角形となるの

は､達成可能な財配分が技術的制約条件､天!=ｘｉ＋ｘ『＋ｃｘ２､を満たす必

要があるからである。

〔Ｆ２〕

工２

丑
Ｃ

'、

』､２

Ｏａ Ｏｂ

／、

さて、例示としてＺ上の1点ｚを選んでみると、個人ａ，ｂの私的財消費

量が各々父１，父「、公共財の数量がx2で示され、またこの点は制約条件
／、

壷,＝全i＋父i＋cit2を満たしている。

このように、Ｚ上の各点が個人の消費可能な財ペアを示しているから、そ
／、 ／、／、

れ|こは各個人の効用水準（Ｚの場合はＵ・，Ｕｂ）が対応している。そうする

と、ポックスーダイアグラムの場合と同様に、集合Ｚに対応した効用空間上

の集合Ｕ(Ｚ)を考えることができ、パレート最適な配分（Ｆ２では軌跡Ｐで

示した）はＵ(Ｚ)の境界面、非効率的な配分は内点を構成する。

もし、Ｕ（Ｚ)が凸集合になることが示されれば任意のパレート最適点につ

いて、これをサポートする線形社会厚生関数を特定化することが出来る。そ

－７４－
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して、各個人に付されたウエイトを比較すれば、このパレート最適点の分配

的評価が可能となる。

この議論も、人数を増やし、公共財一単位あたり費用一定の仮定をはずし

ても同様に成り立つ。

Ⅲ．リンダール均衡

分析に入る前に、ここで想定される経済について簡単にスケッチしよう。

まず、経済には同一の効用関数を持つｎ個の家計が存在し、彼らは各々一
（注４）

種類の私的財、公共財を消費して生活を営むと仮定する。彼らの推一の違い

は、初期保有として与えられる私的財の量に差異がみられることである｡ま

た、この経済には最初から公共財が与えられているのではなく、私的財を犠

牲にして生産を行う。その費用は各家計が分担する。

符号

ｘ：公共財

ｙｉ：家計ｉの私的財消費量

ｗｉ：家計ｉの私的財初期保有量

ｈｉ：家計ｉの公共財供給費用負担率
ｎ

ｈ１≧ＯＺｈ’＝l

ui＝ｕ（ｘ，ｙｉ）：家計の効用関数

Ｃ＝Ｃ（ｘ）：公共財供給の費用関数

Ｚｗｉ＝Ｃ（ｘ）＋Ｚｙ’

仮定

（１）ｕ（ｘ，ｙ）は連続で強凹な単調増加関数

また、ｕ（(０，ｙ）＝｡｡，ｕｙ(Ｘ，Ｏ)＝｡。

（２）Ｃ′（ｘ）＞０，Ｃ"（ｘ）≧Ｏ

さて本稿では、リンダール均衡を分析することによって、受益者負担原則

の分配的インプリケーションを吟味したい。リンダールメカニズムを選んだ

－７５－
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理由は、それが公共財を含む経済モデルのなかで主体的そして社会的均衡条

件として、費用と受益との対応関係を最も明示的に示しているからである。

さらに、リンダールメカニズムはパレート最適な資源配分を導き、上で示し

た分析方法が利用できるからである。

リンダールにそって、次の簡単な公共財供給のメカニズムを考えてみよう。

まず前提として、家計は費用関数Ｃ（ｘ)について十分な知識を持っている

としよう。さらに経済にはセンターが設置され、ここでｘの量、およびその

費用分担について各家計の意見調整が行われるとする。さて、センターから

各家計に適当な費用負担率ｈｉが賦されると、家計は自分の予算内で効用を

極大にするｘの量、

ｍａｘｕｉ＝ｕ（ｘ，ｙｉ），ｓｔｗｉ＝ｙｉ＋ｈｉ･Ｃ（ｘ）

つまり、希望供給量ｘｉ（ｈｉ)をセンターに送り返す。センターは各家計の

希望供給量が出揃うとその平均を計算し、希望量が平均値より多い家計には

より重い負担率、平均値よりも少ない家計には以前より軽い負担率を賦して
（注５）

再度希望供給量を各家計に求める。

そのようなプロセスを続けるうちに、各家計の希望量が全員において一致

する負担率ベクトルが定まり、経済は均衡状態に落ちつく。均衡点における
＊＊＊ ＊ ＊ ＊＊

財の配分をｚ＝｛ｘ，ｙ’￣￣ｙ’－－ｙﾛ｝、負担率ベクトルｈ＝｛ｈｌ－－
＊ ＊

ｈ’－－－ｈﾛ｝で示すことにすれば、各家計、経済全体について次のことが

言える。

まず家計について、次の条件が成り立つ。

ｕ（（ｘ＊，ｙ＊i）＊＊
＝ｈｉ。Ｃ'（ｘ）－－－－－－－－－－－－－－（１）

ｕ，（ｘ＊，ｙ＊i）
＊＊ ＊

ｗｉ＝ｙｉ＋ｈｉ・Ｃ（ｘ）－－－…－－－－－－…－－－－(2)

(1)式は、ｙ財で計った公共財の限界的評価と限界的負担額が等しいという

主体的均衡条件を示している。(2)式は、費用負担後の消費可能な私的財の量

を示している。

－７６－
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次に、経済全体についてみてみよう。まず重用なポイントは、リンダール

均衡がパレート最適となることである。本稿では次のように証明しよう。

Ｚ上にz願以外の配分含＝(全,◇1--◇１－－や)が存在して､すべて

の家計について
／、／、 ＊＊

ｕ〔ｘ，ｙｉ〕≧ｕ〔ｘ，ｙｉ〕

そして、少なくても１つの家計について
／、／、 ＊＊

ｕ〔ｘ，ｙｉ〕＞ｕ〔ｘ，ｙｉ〕

となると仮定する。
／、

さて、Ｚｌこよって次のような負担率ベクトノレを作ってみる。
／、

Ｖｉ／、ｗｉ－ｙ１
ｈ１＝

ｃ（金）

資源の制約条件Ｚｗ'＝Ｚｙ'＋Ｃ(x）よりＺか＝，。従って､少なく
／、 ／、

てt)1つの家計について
／、＊

ｈ１＞ｈ］

しかし、（注５）からもわかるようにこのような家計では、
／、／、 ／、 ＊ ＊＊

ｕ〔ｘ，ｙｉ〕≦Ｖ〔ｈｉ〕＜Ｖ〔ｈｉ〕＝ｕ（ｘ，ｙｉ）

これは矛盾。

リンダール均衡がコアであることも簡単に示せる。ｎより少ない人数、人

で結託して公共財を供給したとしよう。ｍ＜ｎより、結託に加った家計の少

なくても１つについて負担率はｎ人一緒のときより高くなっていなければな

らない。そうすると、この家計の効用水準は低くなっているはずだから結託

は成功しない。

パレート最適であることは(1)、(2)式によってもわかる。（１）、(2)を全ての家

計について集計すれば、

ｕ（（ｘ＊，ｙ＊i）
Ｚ＝Ｃ′（ｘ*）－－－－－－－－…－－－－－(3)

ｕｙ（ｘ＊，ｙ＊i）

Ｚｗ'＝Ｚｙ＊i＋Ｃ（ｘ*）－－－－－－－…－－－－－－－－－(4)
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(3)式は、公共財を含む経済におけるパレート最適の条件として知られてい

るサムエルソン条件〔16〕を示し、(4)式はリンダール均衡における資源配分

が実現可能であることを示している。

Ⅱ章で用いた三角形で、リンダール均衡を簡単に図示してみよう。

Ｆ３において、ｗ・が公共財供給以前の資源配分状態、ｗ・を通る線分２

が家計ａ，ｂの負担率を示す。２は、右に傾くほど家計ｂの負担率が高く、

逆に左に傾くと家計ａのが高くなる。

Ｆ３では、２が丁度各家計の希望供給量が一致した負担率を示し、ｅ*が

均衡点となっている。ｅ*点での配分は、私的財が各々ｙ＊③(またはＯａα)、

ｙ＊b(またはＯｂβ）、公共財がｘ＊となっている。費用分担についてみると

ｘ*を供給する費用として私的財がαβだけ投入されたが、そのうち家計ａが

αｗ゜、家計ｂが残りのβｗ゜を負担している。

〔Ｆ３〕
Ｘ

Z＊
ｕ

'＊

ｕａ

球■＝
Ｘ＊

Ｏａ Ｏｂ

ａｗ。β

ところで、公共財は上にあげた特性によりサービスの享受を妨げられるこ

とはないから、家計の側に出来るだけ費用負担を免れようという行動、有名

－７８－
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なフリライダー問題が発生する。従って、人々の選好を的確につかみ効率的

な供給を行うことは難しい。我々が考察したリンダールメカニズムも、フ

リーライダー問題ゆえに実際には機能しない。しかし、前にも述べたように

公共財からの受益と所得水準との間にある種の規則性がみいだされれば、大

体において受益に応じた費用徴収が可能のように思える。

例えば、次の場合を考えてみよう。所得水準が高いほど、公共財からの便

益が大きいと仮定しよう。そこで累進的な費用徴収が行われて公共財が供給

されるが、その供給量が少ない限りは全ての家計にとって費用よりも便益が

大きいから供給量を増やすことに全員賛成する。供給量を徐々に増やしてい

ったとき、もし費用徴収の累進度が強すぎれば供給量がある点まできたとき、

高所得層はこれ以上の増加に反対するであろう。これは累進度の低減を訴え

るシグナルを意味する。

もし、累進度の増加による費用の増加を恐れて低所得層も同時に反対すれ

ば、全ての人が供給量増加に反対したことになりここで供給はストップする。

しかし、この行為によって一番損をするのは低所得であるから、この行為は

取りにくい。

〔Ｆ４〕

限界便益,又は費用

ｘ）

Ｘ）

得,ｙ
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従って適性な累進度に向けて調整が行われ、そのもとで新たな供給量が決

定される。

このような投票プロセスを通じて受益に応じた費用徴収が行われ、少なく

ても大多数の人が満足するかたちで公共財が供給されるであろう。

（注４）、ここでは－種類の私的財としているが、これは具体的な財をイ

メージしているのではなく、ヒックスが余剰を説明するときに用いた貨幣ま

たは所得と同様に公共財以外の残りの私的消費財を代表させている。

（注５）、ｘ(ｈｉ）を効用関数に代入して、間接効用関数を求めると、

Ｖ（ｈｉ；ｗｉ）＝ｕ（ｘ（ｈｉ)，ｗｉ－ｈｉＣ〔ｘ（ｈｉ)〕｝

ユー[い-m０．uか:吾Ohl

さて、〔〕は主体的均衡条件よりゼロ、従って

０Ｖ
－＝－ｕｙ．Ｃ＜Ｏ
Ｏｈ’

これより明らかのように、高い負担率を賦されると到達可能な効用水準は

低くなる。そうすると、各家計が偽って少なめの希望供給量をセンターに報

告することが予想される。多数の家計がそのような行動を取れば、公共財の

供給量は最適量よりも少なくなる。

カルブレイス〔２〕は別の観点から次のことを主張する。彼によれば、私

的財については企業の利潤動機によって人々の需要の発生が供給へと直接的

に結びつくが、公共サービスの場合はその供給に政治プロセスが介在するた

め需要の発生がすぐ供給へとは結びつかず、その結果供給量が少なめになる。

さらに、現代社会は企業による宣伝、広告によって私的財への需要がかきた

てられ、そのため私的財へのバイアスがかかった資源配分がなされやすいこ

とも社会資本不足の原因にあげている。

上は消費者主権のもとで家計が自己矛盾に落ちいったケース、下は生産者

主権のもとで歪められた資源配分がなされたケースを示す。
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Ⅳ、線形社会的厚生関数とリーダール均衡

この章では、線形社会厚生関数とパレート最適資源配分、後にさらに特定

化してリンダール均衡との対応関係について考察する。

その前に、付論によって次のことを示しておく。

付論Ｉ－ａ、経済で達成可能な財配分集合

Ｚ＝｛ｘ，ｙ１，－－ｙ’－－ｙｐ１ＺＷ≧Ｚｙｉ＋Ｃ（ｘ)，ｘ≧０，

ｖｉｙｉ≧ｏ）が閉凸集合になる。

付論Ｉ－ｂ、Ｚを効用空間に写した集合

Ｕ(Ｚ）＝｛ｕ（ｚ）１ｚｅＺ｝

ただし、ｕ（ｚ）＝〔ｕ（ｘ，ｙｉ)，－－－，ｕ（ｘ，ｙＤ－－－

ｕ（ｘ，ｙⅡ)〕

が閉凸集合になる。

付論Ⅱ、Ｕ(Ｚ)上の任意の上限について（仮りにｕ（ｚ＊)を選ぶと）、そ

れに対応して内積を作った場合に、

（α*，ｕ（ｚ＊))≧（α*，ｕ（ｚ））Ｖｕ（ｚ）ｅＵ（Ｚ）
＊＊ ＊ ＊

を満たす非負ベクトルα＝（αｌ－－ａ２－－ａｐ)が存在する。

付論Ⅲ､付論Ⅱとは逆に任意に非負ベクトルα＝｛α１，－－α’－－αﾛ}を

選び１つの線形社会厚生関数､ｗ(α）＝Ｚａｉ・ｕ（ｘ，ｙｉ)を構成し１つの

最大値問題

ｍａｘｗ(α）＝（α，ｕ（ｚ））、ＶｚＥＺ

を考えた場合に、最大値を与える配分（これをＺ（α)で示す）がＺ上に存在

し､それが一意で、αについて連続であることが示せる｡配分Ｚ（α)がパレー

ト最適となることは証明するまでもないであろう。

さて付論Ⅱでは、パレート最適な資源配分に対し、この配分の分配的意味

あいを示しているウェイトベクトルが対応していることが明らかにされた。

しかし、存在することは示されてもそれだけでは具体的内容は捉まえにくい

から、付論Ⅲにおいて最大値問題の形に書きかえ､さらにkuhn-Tucker定理

－８１－
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よってαを明示化することにする。

我々は、以上の準備のもとに、線形社会厚生関数とリンダール均衡との対

応関係をみることが出来る。まず、kuhn-Tucker定理によって上の最大値問

題の解Ｚ（α）を書き直してみよう。

まず、（ａ）凹の効用関数を仮定したからそれの線形１次結合であるｗ(α，

ｕ)はｚについて凹関数となる、（ｂ)凸の費用関数Ｃ（ｘ)を仮定したから､ｇ

(ｚ）＝Ｚｗｉ－Ｚｙｉ－Ｃ（ｘ）という関数を作った場合９（ｚ）は凹関数と

なる、（ｃ）資源の自由処分を考えれば、ｇ＞Ｏなる配分も選択できる。上の

(ａ)，（ｂ)，（ｃ）によりkuhn-Tucker定理の条件がそろったから、

＋

０（α）ｅＲ＋，ス（α）=＝｛ス’（α）－－ﾉ(ｉ（α）－－スハ（α））ＥＲ⑪
（注６）

が存在して、｛Ｚ（α），Ｏ（α），ス（α）｝が、

Ｌ（α）＝Ｚａｉ・ｕ（ｘｉ，ｙｉ）＋ｅ・（Ｚｗｉ－Ｚｙｉ－Ｃ（ｘ)｝＋２ス！

．（ｘ－ｘｉ）

の鞍点になる。

効用関数について、ｕ,《(０，ｙ）＝｡｡，ｕｙ(Ｘ，Ｏ）＝｡｡を仮定したから

コーナー解は排除され、｜Ｚ（α)、Ｏ（α)、ス（α)｝がＬ（α)の鞍点である

ことは、次の-一連の式で示す条件と同値である。

Ｖｉ

ＯＬＯｕ〔ｘｉ（α)，ｙｉ（α)〕
＝α］．＿スｉ（α）＝=Ｏ一一一一一(5)

OｒＯＸ１

ＯＬＯｕ〔ｘ（α)，ｙｉ（α)〕
＝α，．－０（α）＝０－－…－－(6)

Oｙ１ Ｏｙｉ

スｉ（α）｛ｘ（α）－ｘｉ（α)｝＝Ｏ

ただし、スｉ（α）＝αｉ●ｕ（！＞Ｏより

ｘ（α）＝ｘｉ（α）

ＯＬ

－＝－ｅ（α）。Ｃ′〔ｘ（α)〕＋Ｚｌｉ（α）＝０－…－－－－－(7)
Oｘ

－８２－
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。（α）・｛Ｚｗｉ－２ｙｉ（α）－Ｃ〔ｘ（α)〕｝＝Ｏ

ただし、Ｏ（α）＞Ｏより

Ｚｗ１－Ｚｙｉ（α）－Ｃ〔ｘ（α）〕＝Ｏ－－－－－－－－－－－－－－(8)

まず(5)、(6)、そして(7)より

Ｕｘｌ

Ｚ＝Ｃ′〔ｘ（α)〕－－－－－－－－－－－－－－－－－－…－(9)
ｕｙｌ

(8)式はＺ（α)が達成可能であることを示し、(9)式はサムエルソン条件を示

している。

さて、ｚ（α）＝｛ｘ（α)，ｙ'（α）－－ｙロ（α)）によって次の２つのベク

トルｈ（α)，ｗ(α）を作ってみる。

ｈ（α）＝｛ｈ’（α)，－－ｈｉ（α）－－ｈロ（α)｝

ｌＵｘ１
Ｖｉｈｉ（α）＝－

ＣＬｕｙ’

ｗ(α）＝（ｗ'（α）－－Ｗ（α）－－ｗⅡ（α)｝

ただし、Ｖｉｗｉ（α）＝ｙｉ（α）＋ｈｉ（α）．Ｃ〔ｘ（α)〕

もちろん(8)、(9)式より

Ｚｈｉ（α）＝１，Ｚｗｉ（α）＝２Ｗ

ところで、ｈ（α)、ｗ(α)をこのように作ったとき最大値の解Ｚ（α）は、

ｗ(α)を私的財初期配分ベクトル、ｈ（α)を公共財供給の費用負担率ベクト

ルとして与えたときのリンダール均衡配分となっていることがわかる。

何故なら(1)～(4)式と比較しても明らかなことであるが、各家計について

ｘ（α)、ｙｉ（α)が次の最大値問題、

ｍａｘｕ（ｘ，ｙｉ）ｓ，ｔｗｉ（α）＝ｙｉ＋ｈｉ（α）・Ｃ（ｘ)の解になり、

(8)、(9)式からも明らかのようにＺ（α）は達成可能でパレート最適となってい

るからである。

この章の締め括りとしてαとＺ（α）との対応関係をみてみよう。そのため

に今までの議論展開とは逆に、次の問題を考えてみる。つまり、ｚ（α)をｗ

－８３－
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(α）を出発点としたときのリンダール均衡配分としてみたとき、ｚ（α）を

サポートする線形社会厚生関数のウェイトベクトルはどうなっているのであ

ろうか？

そうすると(6)式より、

ｖ｝ｅ(α）
α｜＝－－－－－－－－－－－－－－(6'）

ｕｙ〔ｘ（α)，ｙｉ（α)〕

線形社会厚生関数の場合、ウェイトベクトルを正数倍しても実質的変化は

起こらないから、（6'）式において０（α）を消却して

Ｖ １

α｜＝－－－－－－…－－－－…－－(ｌ０
ｕｙ〔ｘ（α)，ｙｉ（α)〕

qO式は、αiが各家計の私的財限界効用の逆数に等しいことを示している。

もし通常仮定されるように、私的財の量が増えるに従ってその限界効用が逓

減するならば、大きなαｉは多量のｙｉに対応することになる。

（注６)、主体的最適条件を明示するために、各家計の公共財消費量をｘｉ

で示しｘｉ＝ｘで制約することにした。従って、ｚ（α）ではなく次元を増や

して、（ｘＩ－－－ｘｐ，ｚ（α)｝が正確である。しかし、煩雑さを避けるた

めに省略した。

Ｖ、結論

以上の分析結果をふまえ、リンダール均衡の分配的評価を行うことにしよ

う。

さて、Ⅱ章では、初期配分がＺ。＝｛０，ｗＩ－－ｗ１－－ｗｐ｝で与えら
＊＊ ＊ ＊

れ､リンダール均衡が負担率ベクトルｈ＝｛ｈ１－－－ｈ１－－－ｈｐ｝、配分
＊＊ ＊ ＊

ベクトルｚ＊＝｛ｘ，ｙ’－－ｙ’－－ｙロ｝で示された。そうするとⅢ章か
＊

ら明らかのように、この均衡点に対応するウェイトベクトルα＊＝｛α’－－
＊ ＊

α１－－αﾛ｝が存在し、それは各家計の配分に対し次の関係を満たしている

－８４－
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|まずである｡

Ｖｉ＊
α’二

１

･－－－－－－－．－－－…－－－－ＵＤ
ｕＸｘ*，ｙ＊i）

＊ ＊ ＊

(2)よりｙｉは、ｙｉ==ｗｉ－ｈｉ・Ｃ（ｘ*)。

ｑＤ式からも明らかのように、各家計にふされたウェイト、つまりＺ・から

出発して得られたリンダール均衡の分配的評価は、各家計の消費可能な私的

財の量に依存して決まることがわかる。これは非常にありきたりの結論にも

みえるが、逆に費用負担は受益に応じてなされながらも手元に残った私的財

の量のみが分配的には問題となるということで意外な結果とも思える。

このように、たとえｚ・が所得分配に関して適正な出発点であったとして

も、供給後の私的財配分は費用分担のあり方によって歪められる可能性をも

ち、まさにサミュエルソン〔15〕が示したように配分と分配という両問題は

同次決定を必要としているのである。

〔Ｆ５〕

α】

＊ ＊

そこでｈｉとｙｉの関係を調べてみると、

－８５－
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ｕ×（ｘ*，ｙ＊i）１

ｈ噸ｉ＝
Ｃ′（ｘ*）ｕｙ（ｘ*，ｙ＊i）

:二十-二1.{÷鶚÷器）
｛｝内の第一項は、効用レベルでの私的消費と公共財との代替、又は補完

関係示している。第二項は、私的消費の限界価値が消費量の増加によってど

の程度低下するかを示している。その解釈は難しいが、その弾力性の大きさ

そのものは追加的所得の利用価値に依存するから、それは経済に種類につい

てどれぐらい豊富な私的財が存在しているかによって決まると思われる。例

えば、品揃にとぼしい離島に人々がとどまるかぎり、そこで利用可能な財や

サービスを購入することから得られる所得の限界効用は急ピッチで低下する

であろう○言ってみれば、私的消費の飽和の進み具合を示している。ガルブ

レイスは、生産者主権のもと貧弱な公共サービスとは裏腹に、多くの社会的

資源が私的財の生産に投入される傾向があると主張した。我々の分析によれ

ば、豊富な私的財の存在は公共財供給費用分担の有り方を通じて所得分配に

も影響を与える可能性がある。

さてそうすると、所得階層別の費用負担は様々なケースが考えられる。も

し補完関係が強く、かつ私的消費の価値が急テンポで低下していくなら高所

得層の分担率は高く、それと逆の場合には低所得層の分担率が高くなる。興

味深いのは、公共財からの受益の大きさが私的消費量に対して中立的、つま

りｕ×y＝Ｏでも高所得者は高い分担率を負う用意があるということである。

所得の限界効用逓減を認める限り、利益説は能力説に通じる－面を持ってい

る。

ところで、市場で売買される財と公共財が強い代替関係にあるとは考えに

くいから、一般に高所得者ほど高額負担となるであろう。

次に、各所得層の相対的負担割合についてみてみよう。(1)、(2)式より
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ｗｉ＝ｙｉ＋－．－＝（，＋－．－．－）．ｙ１
Ｏｙ＊ｉｕｙ

＊

ｙ’Ｃｌｕｘ
＝ｌ／（１＋－．－． ）

ＶＶＩ Ｃ′ｙ＊ｉｕｙ
＊ ＊

そこで、（）内でｙｉが関係している項目についてｙｉで偏微分してみる

と、

０１ＵｘＵｘ

Ｏｙ*ｉ（－゜）＝－．ｙ＊’ｕｙｕｙ

（－１１二．０u‘ ｙ＊’Ｏｕｙ
● －１）

ＵｘＯｙ＊ｉＵｙＯｙ坂ｉ
これより

ｙ＊ｉＯＵｘ

Ｏｙ*ｉ（ｙ＊ｉ
ｙ＊’

：;÷＃三｣」 ｗ，）三Ｏ
● ●

０ｙ＊ＩＵｘＵｙ

この関係式から明らかのように、費用負担が累進的なの力､逆進的か、または

中立的になるかどうかは２つの弾力性の正負だけでなく、その強さに依存す

ることになる。

以上の分析結果をまとめると、次のようになるであろう。

リンダールメカニズムは理想的な形で受益者負担原則を具現し、資源配分

の効率面からパレート最適そしてコアという望ましい均衡をもたらした。し

かし、そのリンダールメカニズムも逆進的な費用負担になる可能性を＋分に

もっており、所得分配の面から問題点を提示した。従って、受益者負担原則

によって公共サービスを供給する場合、そのサービスの特質を十分にふまえ

分配的配慮を必要とするように思える。

付論ｌ－ａ

費用関Ｃ（ｘ)が連続な凸関数ならば、次の集合Ｚ

Ｚ＝｛ｘ，ｙ'’－－ｙ’－－ｙｐ１ＺＷ≧Ｚｙｉ＋Ｃ（ｘ)，

ｘ≧０，ＶｉｙＥＯ｝

－８７－
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|ま閉凸集合になる。

〔証明〕

閉集合になることは、Ｃ（ｘ)の連続性より明らか。そこで凸性について示
／、－

す。そのためには、任意のｚ，ｚｅＺ，Ｏ≦ａ≦１１こついて、
／、

ｚ③＝ａ。ｚ＋（１－ａ）ｚｅＺ

を示せばよい。
／、－

まず、ｚ，ｚＥＺより
／、 ／、

Ｚｗ’≧Ｚ｛ａ・ｙｉ＋（１－ａ）・ｙｉ｝＋ａ・Ｃ（ｘ）＋

（ｌ－ａ）・Ｃ（ｘ）

従って、ｚ・ｅＺのためには、
／、 ／、

ａ・Ｃ（ｘ）＋（ｌ－ａ）・Ｃ（ｘ）≧Ｃ〔ａ．ｘ＋（ｌ－ａ）．ｘ〕

を示せばよい。これはＣ（ｘ)の凸性より明らか。

付論Ｉ－ｂ

ｕ（ｚ）＝｛ｕ（ｘ，ｙｉ)，－－－ｕ（ｘ，ｙｉ)，－－－ｕ（ｘ，ｙﾛ)｝

としたとき、次の集合Ｕ（Ｚ)、

Ｕ（Ｚ）＝｛ｕ（ｚ）ｌｚｅＺ）

は閉凸集合になる。

〔証明〕

閉集合になることは、効用関数の連続性、そしてＺが閉集合であることよ

り明らか。そこで、次にＵ(Ｚ)が凸集合になることを示す。そのためには、
／、

任意のｕ（ｚ），ｕ（ｚ）ＥＵ(Ｚ)，Ｏ≦ａ≦１１こついて、
／、

ａ・ｕ（ｚ）＋（ｌ－ａ）・ｕ（ｚ）ｅＵ（Ｚ）

になることを示せばよい。まずＺの凸性より
／、

ｚ③＝ａ・Ｚ＋（１－ａ）・ｚｅＺ

また、効用関数の凹性により、
／、

ａ・ｕ（ｚ）＋（ｌ－ａ）・ｕ（ｚ）＜ｕ（ｚ③）

－８８－
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そこで資源の自由処分性、効用関数の単調増加性より、ある非負ベクトルｃ

を適当にみつけることによって
／、

ｚｏ－ＥｅＺ，ａ・ｕ（ｚ）＋（１－ａ）．ｕ(万)＝ｕ（ｚｏ－ｅ）ｅＵ(Ｚ）

にすることが出来る。

付論ｌＩ

Ｕ(Ｚ）が閉凸集合であれば、Ｕ(Ｚ)上の任意の上限の点（例えばｕ*を選

べば）について、その点に対応して次の性質を満たす非負ベクトル、
＊＊ ＊ ＊

α＝（α，－－α１－－αロ），Ｖ，ご’≧ｏ
＊＊＊＊＊

Ｚａｉ・ｕｉ＝（α，ｕ）≧（α，ｕ（ｚ))，Ｖｕ（ｚ）ＥＵ（Ｚ）

が存在する。

（証明）

Ｕ(Ｚ）とｕ＊によって、次の集合を定義する。

Ｖ（ｕ*)＝Ｕ（Ｚ）－ｕ＊

Ｕ(Ｚ)が閉凸集合であるからＶ(ｕ勺も閉凸集合、またｕ*がＵ(Ｚ)の上限

の１点であるからＶ(ｕ*)は正のベクトルを含まない。

従って、分離定理「ある閉凸集合が正象限の内点を含まなければ、非負係

数を持ち原点を通る超平面によって、その集合と正象限は分離できる」によ

って次の非負係数ベクトルが存在することがわかる。すなわち、

（α*，ｕ（ｚ）－ｕ*)≦Ｏ、Ｖｕ（ｚ）ＥＵ（Ｚ）

従って、

（α*，ｕ（ｚ))≦（α*，ｕ*）

が示された。

－８９－



経済研究（第35号）

〔Ｆ６〕

付論Ⅲ

ｎ次元の非負ベクトルαを任意に選び、線形社会厚生関数

ｗ(α）＝（α，ｕ（ｚ）)＝Ｚａｉ・ｕ（ｘ，ｙｉ）

を構成したときｗ(α）に最大値を与える配分ベクトルＺ（α)がＺ上に存在し、

それが一意かつαに対して連続となる。

〔証明〕

連続な効用関数を仮定したからｗ(α）は連続関数となり、またＵ(Ｚ)がコ

ンパクト集合であるから、ｗ(α）は最大値原理によりＺ上で最大値を持つ。

次にＺ（α)が一意に定まることを示す。
／、＿

今、２つの酉己分ベクトルｚ，ｚＥＺがｗ(α）に最大値を与えたと仮定する。

つまり、
／、

ｗ*＝（α，ｕ（ｚ）)＝（α，ｕ（ｚ))＝ｍａｘ（α，ｕ（ｚ）)、ＶｚＥＺ
／、－

そこで、ｚ，ｚの一次結合

－９０－
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／、

Ｚ｡=＝ａ・Ｚ＋（１－ａ）・Ｚ，Ｏ≦ａ≦１

を作ればＺの凸性より、ｚａＥＺ、従ってｕ（Ｚ｡）ｅＵ(Ｚ)、また効用関数

の強凹性により、
／、

ａ・ｕ（ｚ）＋（１－ａ）・ｕ（ｚ）＜ｕ（ｚｮ）

そこで、αとの内積をとれば、

ａ．ｗ*＋（１－ａ）．ｗ*＝ｗ*＜（α，ｕ（ｚョ））

これは、ｗ蝋が最大値であることに矛盾。

次に連続性について証明しよう。

まず一連の数列αqを考え、ｑを無限に大きくしたときα・Ｉはα・に限り

なく近づくとする。

つまり、

Ｌｉｍａｑ＝αｏ
ｑ－－ｃｏ

さてｑの動きに対応して、ｗ(αq)に最大値を与える配分Ｚ（αq)も変化し

ていく。その極限値を次のように示しておく。

Ｌｉｍｚ(αq)＝含(α･）
ｑ→ＣＯ

次に､ｗ(α・）に最大値を与える配分をｚ(α・）で示し､含(α・）≠ｚ
(α・）になったと仮定しよう。

従って、

Ｌｉｍ（α･，ｕ〔ｚ(α･)〕＝(α･，ｕ〔含(α・）〕
ｑ→ＣＯ

＜（α・，ｕ〔Ｚ（α・）〕）

そうすると、ｗ(α)の連続性により十分大きなｑ１を選べば、ｑ,＜ｑになる

ｑについて(αq，ｕ〔Ｚ（αq)〕）＜（αq，ｕ〔Ｚ（α・）〕）が成立しなけれ
ばならない。しかし、これはＺ（αq)がｗ(αq)に最大値を与えることに矛盾

する。これより、ｚ（α･）＝Ｚ（α･）
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